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１Ｇ０２ 

ドドイイツツ企企業業ののロロシシアアをを拠拠点点ととししたたググロローーババルル･･イイノノベベーーシショョンン･･ネネッットトワワーークク  

 
近藤 正幸 (開志専門職大学) 

 

 

 

11.. ははじじめめににーーロロシシアアのの特特許許創創出出ととドドイイツツ    
企業はグローバル競争に打ち勝つためにイノベーションについてもその活動をグローバルに展開し

ている。ドイツ企業にとってはイノベーションをグローバルに展開することは企業業績にも良いよう

である。Kafouros et al.(2018)はドイツ企業について地理的に分散した研究拠点の配置は企業業績に

良い結果をもたらすとしている。 
こうした海外における研究開発拠点については、UNCTAD (2005)によると、多国籍企業には中国、米

国の人気が高いがロシアも 6 位に挙がっている。 

ロシア自体も、イノベーションの成果の1つの指標である特許、そのうちでも国際的に価値が高いと

考えられる特許協力条約（PCT: Patent Cooperation Treaty）に基づく特許の出願件数を 2019 年のデ

ータで見ると、世界で 22 位である(WIPO(2020))。ロシアの東部はアジアだと考えると、アジアでは中

国、日本、韓国、トルコ、インドに次いで 6 位である。 

本論文では、こうしたロシアを拠点としたドイツ企業のグローバル・イノベーション・ネットワークと発明

者の構成について分析している。この場合、ドイツ企業と言っても外国企業のドイツ法人でその外国の親企業と

共同出願している場合は、実質的にその外国企業の戦略と考えられるのでこうしたドイツ企業は除外している。

また、先行研究のタイ拠点・インド拠点との比較も実施している。 

その結果、以下のことが判明した。ドイツ企業のロシアを研究開発拠点の 1 つとするグローバル・イノベー

ション・ネットワークによる特許創出については、現地の発明者のみによる「現地単独型」が最も多く、ドイツとロシ

ア拠点の発明者が連携して行う「現地-本国連携型」もかなり多い。この点は、「現地-本国連携型」が最多で「現

地単独型」が最多に近いインド拠点と類似している。「現地単独型」 の例がなく、「本国調整ネットワーク型」と「現

地-本国連携型」が最多のタイ拠点とは大きく異なる。 

 
22.. 研研究究方方法法  
22..11  デデーータタ及及びび分分析析方方法法  

使用したデータは世界知的所有権機関(WIPO)の PATENTSCOPE に収録されている特許協力条約(PCT) に

基づいて国際出願された特許データである。期間は 2020 年までに公開されたデータで、2019 年までの

出願分である。 

データの検索・抽出に当たっては、出願人の1人はドイツ企業であり、発明者が少なくとも1人はロ

シアに居住する特許を対象とした。ただし、出願人が外国企業のドイツ法人で親会社と共願の場合は、

外国の本社の戦略・意向が強く反映されていると考えて除いている。分析方法は基本的に米国登録特

許を用いた Kondo(2016)の研究方法に同じである。 

 

22..22  ググロローーババルル・・イイノノベベーーシショョンン・・ネネッットトワワーークク類類型型及及びび頭頭脳脳活活用用((発発明明者者))類類型型  

分析をするにあたって，グローバル・イノベーション・ネットワークの類型は近藤(2020 で提案さ

れ近藤(2021)で整理された類型に基づき、頭脳活用(発明者)類型は近藤(2020)に基づいている。 

海外研究開発拠点を中心にグローバル・イノベーションのネットワーク・拠点の類型は関係する国

数に応じて大きくは次の 3 類型である。 

 現地単独型 

 2 国連携型  

 国際ネットワーク型 

さらに、「2 国連携型」は「現地－本国連携型」と本国の発明者が関与しない現地拠点と第 3 国によ

る「現地－第 3 国連携型」である「自律連携型」に分かれる。「国際ネットワーク型」については、本

国が中心となる「本国調整ネットワーク型」と本国が入らない自律的な「現地－第 3 国ネットワーク

1G02

― 461―



型」である「自律ネットワーク型」がある(図 1)。図示的には、簡略化して下記の図(図 2)を用いるこ

ともある。 

 

 

頭脳活用(発明者)類型については、現地、本国、第 3 国について次のようである(表 1)。 

 

 
 

33.. 分分析析結結果果  
33..11 ドドイイツツ企企業業ののロロシシアアをを拠拠点点ととししたたググロローーババルル･･イイノノベベーーシショョンン･･ネネッットトワワーークク  

ドイツ企業のロシアを拠点としたグローバル･イノベーション･ネットワークのパターンは、2010 年

代後半は、全体として「現地単独型」が半数近くを占め、「現地-本国連携型」が 4 割近くを占め、こ

の2類型が多い(図 3)。その他のパターンについては「本国調整ネットワーク型」が8％弱、「現地-第

3 国連携型」が約 5％で「現地-第 3 国ネットワーク型」はない。 

時系列的にグローバル･イノベーション･ネットワークのパターンをみると、1990 年代は、「現地-本

国連携型」の方が「現地単独型」よりもやや多かったが、2000 年代前半からは、「現地単独型」の方

が多くなっている。 
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 特許出願件数が多い S 社とそれ以外に分けて 2010 年代後半をみると、少し状況は異なる。S 社を除

いた場合は「現地-本国連携型」が過半を占め最頻であり、「現地単独型」が 2 番目に頻度が高く 3 割

弱を占めるに過ぎない(図 4)、これに対して、S 社の場合は「現地単独型」が 4 分の 3 近くを占め、

「現地-本国連携型」は 2 割強である。 

 

 

 
 

図 3 ドイツ企業のロシアに着目したグローバル・イノベーション・ネットワーク 
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33..22 ドドイイツツ企企業業ののロロシシアアをを拠拠点点ととししたた頭頭脳脳活活用用 

 2015年のデータのみを表示しているが(図5)、ドイツ企業のロシアを拠点としたグローバルイノベー

ション・ネットワークにおける頭脳活用の状況は以下のとおりである。 

ロシアの拠点には、ロシア人のみである。ドイツ拠点には、ドイツ人の他にロシア人やアメリカ人

がみられる。第3国拠点は近隣のポーランドとフランスであるが、現地発明者の他にロシア人やアメリ

カ人がみられる 

 頭脳活用の観点からドイツ企業とロシアの学官との間の産学官連携についてみると、ドイツ企業と

ロシアの大学との連携が 2015 年に 2 件あり、「現地単独型」と「現地-本国連携型」が 1 件ずつであ

る。また、ドイツの学官とロシアの学官との連携はない。 

 

 

  

 

図 4 ドイツ企業のロシアに着目したグローバル・イノベーション・ネットワーク 
S 社とそれ以外を分けた場合 

図 5 ドイツ企業のロシア拠点に着目した頭脳活用(2015 年)  
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44.. タタイイ拠拠点点・・イインンドド拠拠点点ととのの比比較較  
44..11 ロロシシアア拠拠点点ととタタイイ拠拠点点ととのの比比較較 

ロシア拠点をタイ拠点と比較してみると、特許出願件数についてはロシア拠点の方がタイ拠点より

圧倒的に多い(表 2)。 

 ネットワークの形態については、タイ拠点では「本国-現地連携型」と「本国調整ネットワーク型」

が最も多かったのに対して、ロシア拠点ではタイ拠点で見られなかった「現地単独型」が最も多い。 

 頭脳活用については、タイ拠点ではドイツ人や他国人も結構いたのに対して、ロシア拠点ではほと

んどロシア人である。ドイツ企業と現地の学研との連携については、タイ拠点の場合はなかったが、

ロシア拠点の場合はある。 
 

表 2 ロシア拠点とタイ拠点との比較 

 ロシア拠点 タイ拠点 

ネットワーク 

「現地単独型」 

「現地-本国連携型」 

「本国調整ネットワーク型」 

「現地-第 3国連携型」 

「現地-第 3国ネットワーク型」 

 

最多 

かなり多い。 

ある程度ある。 

少ないがある。 

ない。 

 

ない。 

最多 

最多 

少ないがある。 

少ないがある。 

頭脳活用 

ロシア/タイ拠点 

 

ドイツ拠点 

 

第 3 国拠点 

 

産(ドイツ)学官(ロシア/タイ) 

 

ほとんどロシア人。若干の欧

州人、インド人も。 

ほとんどドイツ人。若干のロ

シア人、アメリカ人も。 

ほとんど現地発明者。若干の

欧米人、インド人。 

ある 

 

タイ人が多いがドイツ人や他

国人も結構いる。 

ほとんどドイツ人。若干の欧

州人も。 

ほとんど現地発明者。若干の

ドイツ人や他国人も。 

ない。 

件数(2010 年代後半) 117 件 16 件 

注）. タイ拠点については近藤(2021b)、近藤（2023）を参照。 

出所：筆者。 

 

44..22 ロロシシアア拠拠点点ととイインンドド拠拠点点ととのの比比較較 

 ロシア拠点をインド拠点と比較してみると、特許出願件数については、インド拠点の方がロシア拠

点よりもかなり多い(表 3)。 

 ネットワークの形態については、インド拠点ではタイ拠点と同様に「本国-現地連携型」が最も多か

ったのに対して、ロシア拠点では「現地単独型」が最も多い。もっとも、インド拠点では「現地単独

型」も最多に近い。 

 頭脳活用については、インド拠点ではインド人のみであったが、ロシア拠点ではドイツ人を含む若

干の欧州人、インド人もいる。ドイツ企業と現地の学研との連携については、インド拠点の場合もロ

シア拠点の場合もある。 

 

表 3 ロシア拠点とインド拠点との比較 

 ロシア拠点 インド拠点 

ネットワーク 

「現地単独型」 

「現地-本国連携型」 

「本国調整ネットワーク型」 

「現地-第 3国連携型」 

「現地-第 3国ネットワーク型」 

 

最多 

かなり多い。 

ある程度ある。 

少ないがある。 

ない。 

 

最多に近い 

最多 

かなりある(2 割弱)。 

ある程度ある(1 割弱)。 

僅かにある。 

頭脳活用 

ロシア/インド拠点 

 (2019 年の観察) 

インド人のみ。 
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ドイツ拠点 

 

第 3 国拠点 

 

産(ドイツ)学官(ロシア/インド) 

ほとんどロシア人。ドイツ人

を含む若干の欧州人、インド

人も。 

ほとんどドイツ人。若干のロ

シア人、アメリカ人も。 

ほとんど現地発明者。若干の

欧米人、インド人。 

ある 

 

 

 

ほとんどドイツ人。若干の外

国人も。 

ほとんど現地発明者。若干の

欧州人や中国人も。 

ある。 

件数(2010 年代後半) 117 件 415 件 

注）. インド拠点については近藤(2022)を参照。 

出所：筆者。 

 

55.. おおわわりりにに  
本分析で、ドイツ企業のロシア拠点に着目したグローバル・イノベーション・ネットワークの実態

を PCT 特許創出の観点から分析して以下のことが分かった。 

グローバル・イノベーション・ネットワークについては、「現地単独型」が全体として最も多い。こ

れは、「現地-本国連携型」と「本国調整ネットワーク型」が最も多かったタイ拠点や「現地-本国連

携型」が最も多かったインド拠点とは異なる。 

頭脳活用については、ロシア拠点では、インド拠点の場合と同じく、典型的には、ロシアではロシア人発明

者、ドイツではドイツ人発明者であった。タイ拠点の場合にドイツ人発明者も結構いたこととは異なる。 

また、海外頭脳の活用の観点から観て、ドイツ企業とロシア学研との連携も結構多い。この点は、インド拠点の

場合と同じであるが、タイ拠点の場合とは異なる。 
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